
通学区域に工業地域等を含む義務教育施設の状況等について 

（平成２８年度） 

 

１ はじめに 

市川市は、工業地域等における大型マンション等建築事業の施行が当該工

業地域等の環境を大きく変化させるとともに、新たな行政需要を生じさせる

ことから、事業区域に居住することとなる住民の良好な居住環境の形成及び

事業区域周辺の環境との調和を図ることを目的として、市川市工業地域等に

おける大型マンション等建築事業の施行に係る事前協議の手続等の特例に関

する条例（以下「条例」といいます。）を定めています。 

この条例においては、「市長は、義務教育施設への児童等の受入れが困難で

あると認めるときは、大型マンション等建築事業の計画の変更、延期又は中

止を勧告することができる」こととされています（条例第６条第２項）。 

これを踏まえ、あらかじめ、工業地域等における大型マンション等建築事

業の施行を予定されている方に通学区域に工業地域等を含む義務教育施設の

状況等をご理解いただくため、これを公表するものです。 

 

２ 通学区域に工業地域等を含む義務教育施設 

通学区域に工業地域等を含む義務教育施設は、別紙１のとおりです。 

 

３ 通学区域に工業地域等を含む義務教育施設の状況 

通学区域に工業地域等を含む義務教育施設の状況は、別紙２のとおりです。 
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別紙１     通学区域に工業地域等を含む義務教育施設 

工業地域等 小学校等 中学校等 

市川南地区工業地域 

 市川南２丁目１～４番及び９番 

新田４丁目 

宮田小学校 大洲中学校 

上記以外 大洲小学校 

平田・南八幡地区準工業地域 平田小学校 第八中学校 

東大和田地区工業地域 稲荷木小学校 第八中学校 

鬼高地区工業地域 鬼高小学校 第六中学校 

鬼高・田尻地区工業地域 

 鬼高３・４丁目 鬼高小学校 第六中学校 

田尻１・２丁目 稲荷木小学校 

田尻３・４丁目 信篤小学校 高谷中学校 

原木１丁目・二俣１丁目地区準工業地域 

 原木１丁目 信篤小学校 高谷中学校 

二俣１・２丁目及び原木３丁目 二俣小学校 

原木・二俣地区準工業地域 

 原木 信篤小学校 高谷中学校 

二俣 二俣小学校 

原木地区工業地域 信篤小学校 高谷中学校 

高谷地区準工業地域 信篤小学校 高谷中学校 

田尻地区工業地域 信篤小学校 高谷中学校 

妙典地区準工業地域 塩焼小学校 妙典中学校 

加藤新田地区工業地域 幸小学校 妙典中学校 

千鳥町地区工業地域 南新浜小学校 妙典中学校 

塩浜地区工業地域 塩浜学園（前期課程） 塩浜学園（後期課程）

島尻・広尾地区工業地域 新井小学校 南行徳中学校 
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別紙２ 

１ 宮田小学校 

 

⑴ 児童数及び学級数 

ア 現況 ３７３人 １３学級（平成２８年５月１日現在） 

イ 推計 

通学区域内における０歳から５歳までの児童数をみると、０歳１００人、１歳   

１１２人、２歳９３人、３歳８７人、４歳９７人、５歳７７人となっています（平成

２８年４月１日現在）。 

これらの児童が、年齢間変化率（０→１歳９９.７％、１→２歳８７.９％、２→３

歳８９.２％、３→４歳９８.９％、４→５歳８７.５％）及び入学率（７８.０％）を

乗じて得た数で推移し、就学後は異同なく学年進行するものとして児童数及び学級数

を推計すると、次の表１のとおりとなります。 

【表１】 児童数・学級数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

児 童 数 373 378 386 388 386 370 362 

学 級 数 13 13 13 13 13 12 12 

 

⑵ 教室数 

現在、全教室数は３１です。また、平成３４年度までの学級数の推計に基づき必要教

室数を推計すると、次の表２のとおりとなります。 

【表２】 学級数の推計に基づく必要教室数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

全教室数 31 31 31 31 31 31 31 

必要教室数 

（ア＋イ＋ウ） 
25 26 26 27 28 26 26 

ア 普通教室 13 14 14 15 16 14 14 

イ 特別教室 10 10 10 10 10 10 10 

ウ 学校教育施

策教室 
2 2 2 2 2 2 2 

 

⑶ 大型マンション等建築事業の施行に伴う児童の受入れ 

現状においては、学級数が３０を超え、又は必要教室数が全教室数を超えることが予

測されないことから、児童の受入れが困難な状況ではありません。ただし、大型マンシ

ョン等建築事業の規模によっては、児童の受入れが困難となることも想定されます。 
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２ 平田小学校 

 

⑴ 児童数及び学級数 

ア 現況 ３８６人 １２学級（平成２８年５月１日現在） 

イ 推計 

通学区域内における０歳から５歳までの児童数をみると、０歳１２０人、１歳９４

人、２歳１０４人、３歳８６人、４歳８８人、５歳７７人となっています（平成２８

年４月１日現在）。 

これらの児童が、年齢間変化率（０→１歳８５.４％、１→２歳９８％、２→３歳  

９５.０％、３→４歳１００.０％、４→５歳８７.４％）及び入学率（８５．４％）を

乗じて得た数で推移し、就学後は異同なく学年進行するものとして児童数及び学級数

を推計すると、次の表１のとおりとなります。 

【表１】 児童数・学級数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

児 童 数 386 390 397 397 400 409 411 

学 級 数 

(特学２含む。) 
14 14 14 14 15 15 15 

 

⑵ 教室数 

現在、全教室数は４０です。また、平成３４年度までの学級数の推計に基づき必要教

室数を推計すると、次の表２のとおりとなります。 

【表２】 学級数の推計に基づく必要教室数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

全教室数 40 40 40 40 40 40 40 

必要教室数 

（ア＋イ＋ウ） 
30 30 30 30 30 31 31 

ア 普通教室 15 15 15 15 16 16 16 

イ 特別教室 10 10 10 10 10 10 10 

ウ 学校教育施

策教室 
5 5 5 5 5 5 5 

 

⑶ 大型マンション等建築事業の施行に伴う児童の受入れ 

現状においては、学級数が３０を超え、又は必要教室数が全教室数を超えることが予

測されないことから、児童の受入れが困難な状況ではありません。ただし、大型マンシ

ョン等建築事業の規模によっては、児童の受入れが困難となることも想定されます。 
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３ 鬼高小学校 

 

⑴ 児童数及び学級数 

ア 現況 ９２５人 ２８学級（平成２８年５月１日現在） 

イ 推計 

通学区域内における０歳から５歳までの児童数をみると、０歳１３４人、１歳   

１３３人、２歳１２８人、３歳１２１人、４歳１１９人、５歳１２１人となっていま

す（平成２８年４月１日現在）。 

これらの児童が、年齢間変化率（０→１歳１００.０％、１→２歳９７.４％、２→

３歳９７.４％、３→４歳１０１.９％、４→５歳９８.５％）及び入学率（１１７.６％）

を乗じて得た数で推移し、就学後は異同なく学年進行するものとして児童数及び学級

数を推計すると、次の表１のとおりとなります。 

【表１】 児童数・学級数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

児 童 数 925 904 902 895 883 873 882 

学 級 数 28 28 27 27 27 26 26 

 

⑵ 教室数 

現在、全教室数は４５です。また、平成３４年度までの学級数の推計に基づき必要教

室数を推計すると、次の表２のとおりとなります。 

【表２】 学級数の推計に基づく必要教室数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

全教室数 45 45 45 45 45 45 45 

必要教室数 

（ア＋イ＋ウ） 
41 41 42 40 40 39 39 

ア 普通教室 28 28 27 27 27 26 26 

イ 特別教室 12 12 14 12 12 12 12 

ウ 学校教育施

策教室 
1 1 1 1 1 1 1 

 

⑶ 大型マンション等建築事業の施行に伴う児童の受入れ 

現状においては、学級数が３０を超え、又は必要教室数が全教室数を超えることが予

測されないことから、児童の受入れが困難な状況ではありません。ただし、大型マンシ

ョン等建築事業の規模によっては、児童の受入れが困難となることも想定されます。 
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４ 信篤小学校 

⑴ 児童数及び学級数 

ア 現況 ８２７人 ２５学級（平成２８年５月１日現在） 

イ 推計 

通学区域内における０歳から５歳までの児童数をみると、０歳１７４人、１歳   

１４９人、２歳１３５人、３歳１３９人、４歳１５５人、５歳１４４人となっていま

す（平成２８年４月１日現在）。 

これらの児童が、年齢間変化率（０→１歳９１.１％、１→２歳９０.６％、２→３

歳９１.７％、３→４歳１００.２％、４→５歳９５.２％）及び入学率（８４.９％）

を乗じて得た数で推移し、就学後は異同なく学年進行するものとすると、児童数及び

学級数は、平成２９年度８０７人２５学級、平成３０年度８０２人２５学級、平成 

３１年度７５４人２４学級、平成３２年度７３１人２３学級、平成３３年度６９７人

２１学級、平成３４年度６７６人２１学級と推計されます。 

これに、他の条例適用事業に係る計画戸数に出現率（０歳８.６％、１歳６.１％、

２歳６.８％、３歳４.２％、４歳４.５％、５歳４.１％、６歳２％、７歳２.１％、８

歳１.４％、９歳２.４％、１０歳２.１％、１１歳１.７％）を乗じて得た数の児童数

を加えて児童数及び学級数を推計すると、次の表１のとおりとなります。 

【表１】 児童数・学級数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

児 童 数 827 825 823 778 760 731 717 

学 級 数 

(特学１含む。) 
25 25 25 24 24 24 23 

⑵ 教室数 

現在、全教室数は５０です。また、平成３４年度までの学級数の推計に基づき必要教

室数を推計すると、次の表２のとおりとなります。 

【表２】 学級数の推計に基づく必要教室数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

全教室数 50 50 50 50 50 50 50 

必要教室数 

（ア＋イ＋ウ） 
40 40 40 39 38 39 38 

ア 普通教室 25 25 25 24 24 24 23 

イ 特別教室 12 12 12 12 12 12 11 

ウ 学校教育施

策教室 
3 3 3 3 3 3 3 

⑶ 大型マンション等建築事業の施行に伴う児童の受入れ 

現状においては、学級数が３０を超え、又は必要教室数が全教室数を超えることが予

測されないことから、児童の受入れが困難な状況ではありません。ただし、大型マンシ

ョン等建築事業の規模によっては、児童の受入れが困難となることも想定されます。 
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５ 稲荷木小学校 

 

⑴ 児童数及び学級数 

ア 現況 ３８８人 １２学級（平成２７年５月１日現在） 

イ 推計 

通学区域内における０歳から５歳までの児童数をみると、０歳１２０人、１歳   

１１２人、２歳１０４人、３歳１０１人、４歳９４人、５歳８２人となっています（平

成２７年４月１日現在）。 

これらの児童が、年齢間変化率（０→１歳１０１％、１→２歳９５.４％、２→３歳

９８.２％、３→４歳１００％、４→５歳１０２.７％）及び入学率（６９.９％）を乗

じて得た数で推移し、就学後は異同なく学年進行するものとして児童数及び学級数を

推計すると、次の表１のとおりとなります。 

【表１】 児童数・学級数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

児 童 数 382 371 355 358 342 331 331 

学 級 数 

(特学 2 含む。) 
14 14 14 14 14 14 14 

 

⑵ 教室数 

現在、全教室数は３６です。また、平成３４年度までの学級数の推計に基づき必要教

室数を推計すると、次の表２のとおりとなります。 

【表２】 学級数の推計に基づく必要教室数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

全教室数 36 36 36 36 36 36 36 

必要教室数 

（ア＋イ＋ウ） 
26 26 26 26 26 26 26 

ア 普通教室 14 14 14 14 14 14 14 

イ 特別教室 10 10 10 10 10 10 10 

ウ 学校教育施

策教室 
2 2 2 2 2 2 2 

 

⑶ 大型マンション等建築事業の施行に伴う児童の受入れ 

現状においては、学級数が３０を超え、又は必要教室数が全教室数を超えることが予

測されないことから、児童の受入れが困難な状況ではありません。ただし、大型マンシ

ョン等建築事業の規模によっては、児童の受入れが困難となることも想定されます。 
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６ 二俣小学校 

 

 ⑴ 児童数及び学級数 

ア 現況 ３０４人 １２学級（平成２８年５月１日現在） 

イ 推計 

通学区域内における０歳から５歳までの児童数をみると、０歳７７人、１歳７２人、

２歳４７人、３歳５７人、４歳５０人、５歳５３人となっています（平成２８年４月

１日現在）。 

これらの児童が、年齢間変化率（０→１歳７５.１％、１→２歳７２.０％、２→３

歳８０.４％、３→４歳７９.２％、４→５歳８８.１％）及び入学率（６６.４％）を

乗じて得た数で推移し、就学後は異同なく学年進行するものとするとして児童数及び

学級数を推計すると、次の表１のとおりとなります。 

【表１】 児童数・学級数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

児 童 数 304 280 263 238 207 178 149 

学 級 数 

(特学１含む。) 
12 12 11 9 8 7 6 

 

⑵ 教室数 

現在、全教室数は４０です。また、平成３４年度までの学級数の推計に基づき必要教

室数を推計すると、次の表２のとおりとなります。 

【表２】 学級数の推計に基づく必要教室数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

全教室数 40 40 40 40 40 40 40 

必要教室数 

（ア＋イ＋ウ） 
25 25 22 20 19 18 17 

ア 普通教室 13 13 1２ 1０ 9 8 ７ 

イ 特別教室 10 10 ８ 8 8 8 8 

ウ 学校教育施

策教室 
2 2 2 2 2 2 2 

 

⑶ 大型マンション等建築事業の施行に伴う児童の受入れ 

現状においては、学級数が３０を超え、又は必要教室数が全教室数を超えることが予

測されないことから、児童の受入れが困難な状況ではありません。ただし、大型マンシ

ョン等建築事業の規模によっては、児童の受入れが困難となることも想定されます。 
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７ 大洲小学校 

 

⑴ 児童数及び学級数 

ア 現況 ５２７人 １７学級（平成２８年５月１日現在） 

イ 推計 

通学区域内における０歳から５歳までの児童数をみると、０歳１１０人、１歳   

１０９人、２歳８５人、３歳９６人、４歳８０人、５歳９３人となっています（平成

２８年４月１日現在）。 

これらの児童が、年齢間変化率（０→１歳９７.８％、１→２歳８６.３％、２→３

歳１０１．１％、３→４歳９０.２％、４→５歳１０１.１％）及び入学率（９０.５％）

を乗じて得た数で推移し、就学後は異同なく学年進行するものとすると、児童数及び

学級数は、平成２９年度５１１人１７学級、平成３０年度５０５人１７学級、平成３

１年度４８８人１７学級、平成３２年度４８８人１７学級、平成３３年度４７２人１

７学級、平成３４年度４８１人１８学級と推計されます。 

これに、他の条例適用事業に係る計画戸数に出現率（０歳６.１％、１歳６.１％、

２歳６.１％、３歳６.１％、４歳１％、５歳２％、６歳１％、７歳１％、８歳２％、

９歳１％、１０歳２％、１１歳１％）を乗じて得た数の児童数を加えて児童数及び学

級数を推計すると、次の表１のとおりとなります。 

【表１】 児童数・学級数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

児 童 数 527 517 512 498 502 490 494 

学 級 数 17 17 17 17 17 17 18 

⑵ 教室数 

現在、全教室数は３２です。また、平成３３年度までの学級数の推計に基づき必要教

室数を推計すると、次の表２のとおりとなります。 

【表２】 学級数の推計に基づく必要教室数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

全教室数 32 32 32 32 32 32 32 

必要教室数 

（ア＋イ＋ウ） 
29 29 28 28 28 29 30 

ア 普通教室 17 17 17 17 17 17 18 

イ 特別教室 10 10 10 10 10 10 10 

ウ 学校教育施

策教室 
2 2 2 2 2 2 2 

⑶ 大型マンション等建築事業の施行に伴う児童の受入れ 

現状においては、学級数が３０を超え、又は必要教室数が全教室数を超えることが予

測されないことから、児童の受入れが困難な状況ではありません。ただし、大型マンシ

ョン等建築事業の規模によっては、児童の受入れが困難となることも想定されます。 
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８ 幸小学校 

 

⑴ 児童数及び学級数 

ア 現況 ５９５人 １９学級（平成２８年５月１日現在） 

イ 推計 

通学区域内における０歳から５歳までの児童数をみると、０歳１４１人、１歳   

１７０人、２歳１４３人、３歳１３４人、４歳１４２人、５歳１３１人となっていま

す（平成２８年４月１日現在）。 

これらの児童が、年齢間変化率（０→１歳１１３.４％、１→２歳９７．８％、２→

３歳１０２.５％、３→４歳１０２.５％、４→５歳９８.８％）及び入学率（７４.８％）

を乗じて得た数で推移し、就学後は異同なく学年進行するものとするとして児童数及

び学級数を推計すると、次の表１のとおりとなります。 

【表１】 児童数・学級数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

児 童 数 595 582 599 619 637 633 675 

学 級 数 19 19 20 20 20 20 20 

 

⑵ 教室数 

現在、全教室数は４５です。また、平成３４年度までの学級数の推計に基づき必要教

室数を推計すると、次の表２のとおりとなります。 

【表２】 学級数の推計に基づく必要教室数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

全教室数 45 45 45 45 45 45 45 

必要教室数 

（ア＋イ＋ウ） 
32 32 33 33 33 33 33 

ア 普通教室 19 19 20 20 20 20 20 

イ 特別教室 11 11 11 11 11 11 11 

ウ 学校教育施

策教室 
2 2 2 2 2 2 2 

 

⑶ 大型マンション等建築事業の施行に伴う児童の受入れ 

現状においては、学級数が３０を超え、又は必要教室数が全教室数を超えることが予

測されないことから、児童の受入れが困難な状況ではありません。ただし、大型マンシ

ョン等建築事業の規模によっては、児童の受入れが困難となることも想定されます。 
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９ 新井小学校 

 

⑴ 児童数及び学級数 

ア 現況 ９８１人 ２９学級（平成２８年５月１日現在） 

イ 推計 

通学区域内における０歳から５歳までの児童数をみると、０歳１３１人、１歳   

１２３人、２歳１３２人、３歳１１５人、４歳１３６人、５歳１４７人となっていま

す（平成２８年４月１日現在）。 

これらの児童が、年齢間変化率（０→１歳１００.５％、１→２歳１０１．４％、    

２→３歳９５.９％、３→４歳１０３.２％、４→５歳１００.４％）及び入学率（９５.

０％）を乗じて得た数で推移し、就学後は異同なく学年進行するものとするとして児

童数及び学級数を推計すると、次の表１のとおりとなります。 

【表１】 児童数・学級数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

児 童 数 981 939 911 866 808 771 760 

学 級 数 

(特学３含む。) 
29 28 27 26 25 23 23 

 

⑵ 教室数 

現在、全教室数は５３です。また、平成３４年度までの学級数の推計に基づき必要教

室数を推計すると、次の表２のとおりとなります。 

【表２】 学級数の推計に基づく必要教室数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

全教室数 53 53 53 53 53 53 53 

必要教室数 

（ア＋イ＋ウ） 
49 49 47 46 44 43 43 

ア 普通教室 31 31 30 29 27 26 26 

イ 特別教室 12 12 12 12 12 11 11 

ウ 学校教育施

策教室 
5 5 5 5 5 5 5 

 

⑶ 大型マンション等建築事業の施行に伴う児童の受入れ 

現状においては、学級数が３０を超えており、児童の受入れが困難な状況です。 
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１０ 南新浜小学校 

 

⑴ 児童数及び学級数 

ア 現況 ６３５人 ２学級（平成２７年５月１日現在） 

イ 推計 

通学区域内における０歳から５歳までの児童数をみると、０歳１０９人、１歳   

１０４人、２歳１１４人、３歳１０４人、４歳８７人、５歳１０８人となっています

（平成２８年４月１日現在）。 

これらの児童が、年齢間変化率（０→１歳９７.４％、１→２歳９６.７％、２→３

歳９２.０％、３→４歳８６.２％、４→１００．６％）及び入学率（１０４.４％）を

乗じて得た数で推移し、就学後は異同なく学年進行するものとして児童数及び学級数

を推計すると、次の表１のとおりとなります。 

【表１】 児童数・学級数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

児 童 数 633 631 628 625 627 599 572 

学 級 数 21 20 20 19 19 19 18 

 

⑵ 教室数 

現在、全教室数は４６です。また、平成３４年度までの学級数の推計に基づき必要教

室数を推計すると、次の表２のとおりとなります。 

【表２】 学級数の推計に基づく必要教室数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

全教室数 46 46 46 46 46 46 46 

必要教室数 

（ア＋イ＋ウ） 
34 33 33 32 32 33 32 

ア 普通教室 21 20 20 19 19 19 18 

イ 特別教室 11 11 11 11 11 11 11 

ウ 学校教育施

策教室 
2 2 2 2 2 2 2 

 

⑶ 大型マンション等建築事業の施行に伴う児童の受入れ 

現状においては、学級数が３０を超え、又は必要教室数が全教室数を超えることが予

測されないことから、児童の受入れが困難な状況ではありません。ただし、大型マンシ

ョン等建築事業の規模によっては、児童の受入れが困難となることも想定されます。 
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１１ 塩焼小学校 

 

⑴ 児童数及び学級数 

ア 現況 ８５４人 ２６学級（平成２８年５月１日現在） 

イ 推計 

通学区域内における０歳から５歳までの児童数をみると、０歳２１０人、１歳   

１７９人、２歳１７７人、３歳１５５人、４歳１６８人、５歳１５７人となっていま

す（平成２８年４月１日現在）。 

これらの児童が、年齢間変化率（０→１歳９０.３％、１→２歳９２.７％、２→３

歳８４.２％、３→４歳９７.６％、４→５歳９３.６％）及び入学率（８９.２％）を

乗じて得た数で推移し、就学後は異同なく学年進行するものとして児童数及び学級数

を推計すると、次の表１のとおりとなります。 

【表１】 児童数・学級数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

児 童 数 854 853 866 865 843 81 774 

学 級 数 

(特学２含む。) 
28 28 29 28 27 27 26 

 

⑵ 教室数 

現在、全教室数は５０です。また、平成３４年度までの学級数の推計に基づき必要教

室数を推計すると、次の表２のとおりとなります。 

【表２】 学級数の推計に基づく必要教室数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

全教室数 50 50 50 50 50 50 50 

必要教室数 

（ア＋イ＋ウ） 
44 44 45 44 43 43 42 

ア 普通教室 28 28 29 28 27 27 26 

イ 特別教室 12 12 12 12 12 12 12 

ウ 学校教育施

策教室 
4 4 4 4 4 4 4 

 

⑶ 大型マンション等建築事業の施行に伴う児童の受入れ 

現状においては、学級数が３０を超え、又は必要教室数が全教室数を超えることが予

測されないことから、児童の受入れが困難な状況ではありません。ただし、大型マンシ

ョン等建築事業の規模によっては、児童の受入れが困難となることも想定されます。 
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１２ 塩浜学園（前期課程） 

 

⑴ 児童数及び学級数 

ア 現況 １５３人 ６学級（平成２８年５月１日現在） 

イ 推計 

通学区域内における０歳から５歳までの児童数をみると、０歳２５人、１歳２５人 

、２歳１８人、３歳１７人、４歳１９人、５歳１８人なっています（平成２８年４

月１日現在）。 

これらの児童が、年齢間変化率（０→１歳９２.１％、１→２歳７８.１％、２→３

歳８７.５％、３→４歳１０１．６％、４→５歳８８．３％及び入学率（１２２.２％）

を乗じて得た数で推移し、就学後は異同なく学年進行するものとして児童数及び学級

数を推計すると、次の表１のとおりとなります。 

【表１】 児童数・学級数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

児 童 数 153 153 138 133 130 130 124 

学 級 数 6 6 6 6 6 6 6 

 

⑵ 教室数 

現在、全教室数は３５です。また、平成３４年度までの学級数の推計に基づき必要教

室数を推計すると、次の表２のとおりとなります。 

【表２】 学級数の推計に基づく必要教室数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

全教室数 35 35 35 35 35 35 35 

必要教室数 

（ア＋イ＋ウ） 
15 15 15 15 15 15 15 

ア 普通教室 6 6 6 6 6 6 6 

イ 特別教室 8 8 8 8 8 8 8 

ウ 学校教育施

策教室 
1 1 1 1 1 1 1 

 

⑶ 大型マンション等建築事業の施行に伴う児童の受入れ 

現状においては、学級数が３０を超え、又は必要教室数が全教室数を超えることが予

測されないことから、児童の受入れが困難な状況ではありません。ただし、大型マンシ

ョン等建築事業の規模によっては、児童の受入れが困難となることも想定されます。 
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１３ 第六中学校 

 

⑴ 生徒数及び学級数 

ア 現況 ６７３人 ２０学級（平成２８年５月１日現在） 

イ 推計 

通学区域内における６歳から１１歳までの児童数をみると、６歳２１９人、７歳  

２２９人、８歳２１２人、９歳２１４人、１０歳２２５人、１１歳２５２人となって

います（平成２８年４月１日現在）。 

これらの児童が、年齢間変化率（６→７歳９９.４％、７→８歳９６.８％、８→９

歳９９.５％、９→１０歳１０２.３％、１０→１１歳１０３．１％）及び入学率    

（９１.１％）を乗じて得た数で推移し、就学後は異同なく学年進行するものとして生

徒数及び学級数を推計すると、次の表１のとおりとなります。 

【表１】 生徒数・学級数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

生 徒 数 673 690 694 648 622 625 623 

学 級 数 20 20 21 19 18 19 18 

 

⑵ 教室数 

現在、全教室数は３９です。また、平成３３年度までの学級数の推計に基づき必要教

室数を推計すると、次の表２のとおりとなります。 

【表２】 学級数の推計に基づく必要教室数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

全教室数 39 39 39 39 39 39 39 

必要教室数 

（ア＋イ＋ウ） 
36 36 37 35 34 35 34 

ア 普通教室 20 20 21 19 18 19 18 

イ 特別教室 15 15 15 15 15 15 15 

ウ 学校教育施

策教室 
1 1 1 1 1 1 1 

 

⑶ 大型マンション等建築事業の施行に伴う生徒の受入れ 

現状においては、学級数が３０を超え、又は必要教室数が全教室数を超えることが予

測されないことから、生徒の受入れが困難な状況ではありません。ただし、大型マンシ

ョン等建築事業の規模によっては、生徒の受入れが困難となることも想定されます。 
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１４ 第八中学校 

 

⑴ 生徒数及び学級数 

ア 現況 ６１８人 １８学級（平成２８年５月１日現在） 

イ 推計 

通学区域内における６歳から１１歳までの児童数をみると、６歳２１５人、７歳  

２３５人、８歳２３８人、９歳２１０人、１０歳２２２人、１１歳２１９人となって

います（平成２８年４月１日現在）。 

これらの児童が、年齢間変化率（６→７歳１０３．６％、７→８歳１００.９％、８

→９歳９７.４％、９→１０歳１０２.１％、１０→１１歳１００.７％）及び入学率   

（８８.１％）を乗じて得た数で推移し、就学後は異同なく学年進行するものとすると、 

     次の表１のとおりになります。 

【表１】 生徒数・学級数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

生 徒 数 618 592 583 583 601 618 627 

学 級 数 

(特学５含む。) 
23 23 23 23 24 24 23 

 

⑵ 教室数 

現在、全教室数は４３です。また、平成３３年度までの学級数の推計に基づき必要教

室数を推計すると、次の表２のとおりとなります。 

【表２】 学級数の推計に基づく必要教室数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

全教室数 43 43 43 43 43 43 43 

必要教室数 

（ア＋イ＋ウ） 
39 39 39 39 40 40 39 

ア 普通教室 23 23 23 23 24 24 23 

イ 特別教室 15 15 15 15 15 15 15 

ウ 学校教育施

策教室 
1 1 1 1 1 1 1 

 

⑶ 大型マンション等建築事業の施行に伴う生徒の受入れ 

現状においては、学級数が３０を超え、又は必要教室数が全教室数を超えることが予

測されないことから、生徒の受入れが困難な状況ではありません。ただし、大型マンシ

ョン等建築事業の規模によっては、生徒の受入れが困難となることも想定されます。 
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１５ 高谷中学校 

⑴ 生徒数及び学級数 

ア 現況 ４７３人 １５学級（平成２８年５月１日現在） 

イ 推計 

通学区域内における６歳から１１歳までの児童数をみると、６歳２０４人、７歳  

２００人、８歳２３３人、９歳１９６人、１０歳２１７人、１１歳２３０人となって

います（平成２８年４月１日現在）。 

これらの児童が、年齢間変化率（６→７歳９５.６％、７→８歳１０１．２％、８→

９歳９１.８％、９→１０歳９９.６％、１０→１１歳１００．３％）及び入学率（７

０.４％）を乗じて得た数で推移し、就学後は異同なく学年進行するものとすると、生

徒数及び学級数は、平成２８年度４７３人１４学級、平成２９年度４８８人１５学級、

平成３０年度４７６人１５学級、平成３１年度４５４人１４学級、平成３２年度４４

３人１２学級、平成３３年度４１２人１２学級と推計されます。 

これに、他の条例適用事業に係る計画戸数に出現率（６歳３．９％、７歳３.４％、   

８歳２.１％、９歳１.８％、１０歳１.３％、１１歳１.２％、１２歳１.２％、１３歳

１.０％、１４歳２.１％）を乗じて得た数の生徒数を加えて生徒数及び学級数を推計

すると、次の表１のとおりとなります。 

v【表１】 生徒数・学級数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 

生 徒 数 15 16 16 16 14 14 14 

学 級 数 

(特学 1 含む。) 
473 495 484 465 457 439 431 

⑵ 教室数 

現在、全教室数は４４です。また、平成３４年度までの学級数の推計に基づき必要教

室数を推計すると、次の表２のとおりとなります。 

【表２】 学級数の推計に基づく必要教室数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

全教室数 44 44 44 44 44 44 44 

必要教室数 

（ア＋イ＋ウ） 
35 36 36 36 34 34 34 

ア 普通教室 15 16 16 16 14 14 14 

イ 特別教室 15 15 15 15 15 15 15 

ウ 学校教育施

策教室 
5 5 5 5 5 5 5 

⑶ 大型マンション等建築事業の施行に伴う生徒の受入れ 

現状においては、学級数が３０を超え、又は必要教室数が全教室数を超えることが予

測されないことから、生徒の受入れが困難な状況ではありません。ただし、大型マンシ

ョン等建築事業の規模によっては、生徒の受入れが困難となることも想定されます。 
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１６ 大洲中学校 

⑴ 生徒数及び学級数 

ア 現況 ３４２人 １１学級（平成２８年５月１日現在） 

イ 推計 

通学区域内における６歳から１１歳までの児童数をみると、６歳２１４人、７歳  

１９０人、８歳２０９人、９歳２０２人、１０歳２１４人、１１歳１８７人となって

います（平成２８年４月１日現在）。 

これらの児童が、年齢間変化率（６→７歳９４.３％、７→８歳１０２.６％、    

８→９歳９７.８％、９→１０歳１０１.７％、１０→１１歳９６．３％）及び入学率   

（５７.０％）を乗じて得た数で推移し、就学後は異同なく学年進行するものとすると、

生徒数及び学級数は、平成２９年度３２９人１１学級、平成３０年度３１８人１１学

級、平成３１年度３３９人１０学級、平成３２年度３４８人１１学級、平成３３年度

３３８人１１学級、平成３４年度３３９人１１学級と推計されます。 

これに、他の条例適用事業に係る計画戸数に出現率（６歳１.８％、７歳１.２％、

８歳１．０％、９歳０．７％、１０歳１.２％、１１歳０.９％、１２歳１.２％、１３

歳０．５％、１４歳０．７％）を乗じて得た数の生徒数を加えて生徒数及び学級数を

推計すると、次の表１のとおりとなります。 

【表１】 生徒数・学級数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

生 徒 数 11 11 10 11 12 12 11 

学 級 数 

(特学 3 含む。) 
342 335 325 348 361 359 353 

⑵ 教室数 

現在、全教室数は３８です。また、平成３３年度までの学級数の推計に基づき必要教

室数を推計すると、次の表２のとおりとなります。 

【表２】 学級数の推計に基づく必要教室数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

全教室数 38 38 38 38 38 38 38 

必要教室数 

（ア＋イ＋ウ） 
34 28 29 33 33 29 32 

ア 普通教室 11 10 11 12 12 11 11 

イ 特別教室 15 12 12 15 15 12 15 

ウ 学校教育施

策教室 
6 6 6 6 6 6 6 

⑶ 大型マンション等建築事業の施行に伴う生徒の受入れ 

現状においては、学級数が３０を超え、又は必要教室数が全教室数を超えることが予

測されないことから、生徒の受入れが困難な状況ではありません。ただし、大型マンシ

ョン等建築事業の規模によっては、生徒の受入れが困難となることも想定されます。 
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１７ 塩浜学園（後期課程） 

⑴ 生徒数及び学級数 

ア 現況 １６４人 ５学級（平成２８年５月１日現在） 

イ 推計 

通学区域内における６歳から１１歳までの児童数をみると、６歳５５人、７歳７０

人、８歳６９人、９歳６９人、１０歳５９人、１１歳７０人となっています（平成   

２８年４月１日現在）。 

これらの児童が、年齢間変化率（６→７歳１１１.４％、７→８歳１０１％、    

８→９歳１０１％、９→１０歳９３．７％、１０→１１歳１０３.１％）及び入学率   

（８６.４％）を乗じて得た数で推移し、就学後は異同なく学年進行するものとすると、

生徒数及び学級数は、平成２９年度１９３人６学級、平成３０年度１７７人６学級、

平成３１年度１７３人６学級、平成３２年度１７２人６学級、平成３３年度１８１人

６学級、平成３４年度１７６人５学級、と推計されます。 

これに、他の条例適用事業に係る計画戸数に出現率（６歳５.３％、７歳３.５％、

８歳５.３％、９歳３.９％、１０歳２.５％、１１歳２.１％、１２歳１.８％、１３歳

３.９％、１４歳１.１％）を乗じて得た数の生徒数を加えて生徒数及び学級数を推計

すると、次の表１のとおりとなります。 

【表１】 生徒数・学級数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

生 徒 数 6 7 6 6 6 6 6 

学 級 数 165 183 161 166 169 164 164 

⑵ 教室数 

現在、全教室数は２６です。また、平成３４年度までの学級数の推計に基づき必要教

室数を推計すると、次の表２のとおりとなります。 

【表２】 学級数の推計に基づく必要教室数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

全教室数 26 26 26 26 26 26 26 

必要教室数 

（ア＋イ＋ウ） 
17 20 19 19 19 19 19 

ア 普通教室 6 7 6 6 6 6 6 

イ 特別教室 10 12 12 12 12 12 12 

ウ 学校教育施

策教室 
1 1 1 1 1 1 1 

 

⑶ 大型マンション等建築事業の施行に伴う生徒の受入れ 

現状においては、学級数が３０を超え、又は必要教室数が全教室数を超えることが予

測されないことから、生徒の受入れが困難な状況ではありません。ただし、大型マンシ

ョン等建築事業の規模によっては、生徒の受入れが困難となることも想定されます。 
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１８ 南行徳中学校 

 

⑴ 生徒数及び学級数 

ア 現況 ６３９人 １９学級（平成２８年５月１日現在） 

イ 推計 

通学区域内における６歳から１１歳までの児童数をみると、６歳２９１人、７歳  

３３５人、８歳２８１人、９歳２９１人、１０歳３２２人、１１歳２６６人となって

います（平成２８年４月１日現在）。 

これらの児童が、年齢間変化率（６→７歳１０３.８％、７→８歳９３．６％、８

→９歳９９.６％、９→１０歳１０２.５％、１０→１１歳９３．３％）及び入学率 

（７０．６％）を乗じて得た数で推移し、就学後は異同なく学年進行するものとして 

生徒数及び学級数を推計すると、次の表１のとおりとなります。 

【表１】 生徒数・学級数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

生 徒 数 639 592 620 598 600 599 595 

学 級 数 19 17 18 17 18 18 17 

 

⑵ 教室数 

現在、全教室数は４１です。また、平成３３年度までの学級数の推計に基づき必要教

室数を推計すると、次の表２のとおりとなります。 

【表２】 学級数の推計に基づく必要教室数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

全教室数 41 41 41 41 41 41 41 

必要教室数 

（ア＋イ＋ウ） 
34 33 33 32 33 33 32 

ア 普通教室 19 17 18 17 18 18 17 

イ 特別教室 15 15 15 15 15 15 15 

ウ 学校教育施

策教室 
1 1 1 1 1 1 1 

 

⑶ 大型マンション等建築事業の施行に伴う生徒の受入れ 

現状においては、学級数が３０を超え、又は必要教室数が全教室数を超えることが予

測されないことから、生徒の受入れが困難な状況ではありません。ただし、大型マンシ

ョン等建築事業の規模によっては、生徒の受入れが困難となることも想定されます。 
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１９ 妙典中学校 

 

⑴ 生徒数及び学級数 

ア 現況 ９３２人 ２７学級（平成２８年５月１日現在） 

イ 推計 

通学区域内における６歳から１１歳までの児童数をみると、６歳３３８人、７歳  

２９７人、８歳３０５人、９歳２９７人、１０歳３４３人、１１歳３０２人となって

います（平成２８年４月１日現在）。 

これらの児童が、年齢間変化率（６→７歳９６.３％、７→８歳９８.３％、８→９

歳９８．５％、９→１０歳１０５.３％、１０→１１歳９８.８％）及び入学率（９８.

５％）を乗じて得た数で推移し、就学後は異同なく学年進行するものとすると、生徒

数及び学級数は、平成２９年度９４５人２７学級、平成３０年度９３４人２６学級、

平成３１年度９３７人２６学級、平成３２年度８９９人２５学級、平成３３年度９１

９人２６学級、平成３４年度９３２人２７学級、と推計されます。 

これに、他の条例適用事業に係る計画戸数に出現率（６歳５.３％、７歳３.５％、

８歳５.３％、９歳３.９％、１０歳２.５％、１１歳２.１％、１２歳１.８％、１３歳

３.９％、１４歳１.１％）を乗じて得た数の生徒数を加えて生徒数及び学級数を推計

すると、次の表１のとおりとなります。 

【表１】 生徒数・学級数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

生 徒 数 932 907 925 926 931 893 914 

学 級 数 27 26 26 26 26 25 26 

⑵ 教室数 

現在、全教室数は４８です。また、平成３３年度までの学級数の推計に基づき必要教

室数を推計すると、次の表２のとおりとなります。 

【表２】 学級数の推計に基づく必要教室数の推計 

年   度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度

全教室数 48 48 48 48 48 48 48 

必要教室数 

（ア＋イ＋ウ） 
47 46 46 46 46 45 46 

ア 普通教室 27 26 26 26 26 25 26 

イ 特別教室 17 17 17 17 17 17 17 

ウ 学校教育施

策教室 
3 3 3 3 3 3 3 

⑶ 大型マンション等建築事業の施行に伴う生徒の受入れ 

現状においては、学級数が３０を超え、又は必要教室数が全教室数を超えることが予

測されないことから、生徒の受入れが困難な状況ではありません。ただし、大型マンシ

ョン等建築事業の規模によっては、生徒の受入れが困難となることも想定されます。 


